
第 4 章 特別講演会・成果報告会の開催等 

 

4.1 特別講演会の開催 

 

4.1.1 第 1 回目 大成和明氏特別講演会 

 

今年度は、道守特別講演会を 2 回開催した。

まず、10 月 24 日に特定道守コース特別講演会

「メンテナンスサイクルを回す仕組み」を、長

崎大学総合教育研究棟多目的ホールで開催した。

この特別講演会は、特定道守コース受講者の他

に道守認定者を中心とした建設・設計業関係者、

国・自治体職員、一般市民、学生に開放され、

参加者は約 60 名。講師は国土交通省九州地方整

備局・九州技術事務所の大成和明氏で、インフ

ラの現状と課題や国のこれからの取り組みにつ

いて紹介した。 

大成氏は、インフラの維持管理に関する国土

交通省のこれまでの取り組みを説明し、特に平

成 24 年 12 月の笹子トンネル事故を受けた「道

路の老朽化対策の本格的実施に関する提言」(平

成 26 年 4 月、道路メンテナンス技術小委員会)

が、メンテナンスサイクルを回す仕組みの構築

の原点であることを示した。国土交通省はこれまでの調査で、地方公共団体の橋梁点検自

体は進んだが、現実的な橋梁修繕が進まないことを憂慮していた。そこで、地方公共団体

への財政支援、講習会・研修会の開催および点検・計画策定時の積算基準の整備、ならび

に町や村では橋梁点検業務に携わっている土木技術者がいない現状を受けた対応が求めら

れていることを受けた制度設計がなされた。 

 

     

総合教育研究棟多目的ホールでの特別講演会          大成和明氏 
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その結果、メンテナンスサイクルを確定する取り組みとして、道路法の改正、続いて道路

法施行令の改正に至ることとなったことを大成氏はその経過と共に説明した。さらに 5 年

に 1 回、近接目視を基本としたインフラの定期点検の実施や健全性の診断結果を 4 段階で

区分することも説明された。次いで九州におけるインフラの現状と課題として、九州の道

路延長、橋梁およびトンネル数、老朽化状況、最近の損傷事例などを紹介した。最後にメ

ンテナンスサイクルを継続的に行うための国土交通省の取り組みが紹介された。具体的には、道

路メンテナンス会議の設置、点検や診断に関する資格制度の確立、地域一括発注の取り組み、直

轄診断、自治体技術者のメンテナンス研修、財政措置、道路構造物の不具合発生時の支援体制の

内容などが紹介された。国土交通省の取り組みが簡潔にわかりやすく紹介された特別講演会であ

った。 

 

4.1.2 第 2 回目 後藤聡氏特別講演会 

 

11月 14日に特定道守コース特別講演会「家

族を守る斜面の知識-あなたの家は大丈夫？」

を、長崎大学総合教育研究棟大講義室におい

て開催した。この特別講演会も、特定道守コ

ース受講者の他に道守認定者を中心とした建

設・設計業関係者、国・自治体職員、一般市

民、学生らの約 60 人の参加があった。講師は

山梨大学大学院の後藤聡准教授。後藤氏は、

土木学会の斜面工学の提唱者で、地盤工学委

員会内に斜面工学研究小委員会を設置して、

委員長として斜面で発生する災害や斜面の生

態・環境に関する研究活動を行っており、特

に近年発生した国内の降雨や地震による斜面

災害に関してその発生原因を調査するととも

に、対策に関する提言を積極的に実施されて

きた。斜面工学の研究成果を一般市民に役立

ててもらうために、土木学会から「家族を守

る斜面の知恵～あなたの家は大丈夫？～」と「知っておきたい斜面のはなし―斜面と暮ら

すー」を発行しておられ、当日は「家族を守る斜面の知恵～あなたの家は大丈夫？～」を

特別講演参加者に配布していただいた。 

特別講演会では、直近の土砂災害として平成 25 年 10 月に発生した伊豆大島豪雨災害の

降雨状況、パイピングを発生源とする表層崩壊の発生状況と発生原因の調査結果が紹介さ

れた。次に斜面地に住む長所と短所が土地利用の観点から分析され、欠点となる斜面崩壊

の分類とその発生事例が降雨と地震に対して説明された。最近では、新潟県中越地震など

のように地震による表層崩壊や深層崩壊、地すべりなどの発生があることが紹介された。 

さらに、土石流、地すべり、落石、崖崩れ、盛土崩壊などの発生メカニズムと対策施設、

ソフト事業として土砂災害防止法の内容、避難の基準となる土壌雨量指数、ハザードマッ
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プの作成と利活用、防災教育などの説明があった。最後に土砂災害から命、宅地および地

域を守るために、市民がどうしていくべきなのかの指南方針が示された。8 月に発生した

広島土砂災害の直後であったことから参加者の関心は高く、講演会終了後の質問のコーナ

ーでは、長崎県の土砂災害対策の進捗状況、土砂災害防止法に基づく土砂災害特別警戒区

域等の指定に関する質問が相次いだ。長崎県土木部砂防課の担当者も議論に加わった熱心

な議論がなされた。 

 

     

総合教育棟大講義室での特別講演会          後藤聡 准教授 
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4.2 成果報告会の開催 

 

 平成 26 年度成果報告会「地方の道をいかに守

っていくか」は、去る平成 27 年 1 月 23 日に開

催され、会場となった長崎大学文教スカイホー

ルには 110 人に上る建設・設計業関係者、国・

自治体職員、一般市民、学生らがつめかけた。 

報告会ではまず、本センターマネジメント部

門長の森田千尋准教授が道守ユニットの養成者

数や通報状況等を報告、その後、平戸市役所建

設課の小島愛菜氏（道守補）、長崎県建設技術研

究センターの佐藤磨美氏（特定道守）、株式会社

アサヒコンサルの木原真氏（道守）の３名によ

る受講者発表が行われた。小島氏は平戸の特産

品や観光名所、地理など織り交ぜつつ道守補で

学んだことを生かして実際の橋梁点検を行い、

その様子を写真で提示し、受講の成果と今後の

目標を語った。また、佐藤氏は今までの業務で

は体験できなかった実際の機器を使った演習や、

現場視察後にディスカッションを行ったプロジェクト演習を非常に良かったと評した。道

守として活動している木原氏は、自身が実際に通報した後の管理局の対応を写真と共に示

し、その迅速な対応を評価された。そして通報者にはポイントカードや粗品を贈呈するな

ど、インセンティブを与えるような仕組みを構築してはどうかという斬新なアイデアを提

案した。 

 

     

発表をする佐藤氏              表彰の様子 
 
 

次いで道守活動優秀者の発表があり、今年度は吉川國夫氏、山口忍氏、山本尚次氏、木

原真氏の４名に、感謝状が贈られた。 
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吉川國夫氏      山口忍氏       山本尚次氏      木原真氏 
（道守）           （道守）          （特定道守）          （道守） 

 

休憩を挟んだ後は、岐阜大学総合情報メディアセンター准教授で工学部付属インフラマ

ネジメント技術研究センターの准教授を併任されている村上茂之氏と、東京大学生産技術

研究所・都市基盤安全工学国際研究センター（ICUS）准教授の長井宏平氏の２氏による

特別講演が行われた。村上氏は「メンテナンス時代の人材育成について」という題目で講

演され、その中で道路法の改正や少子高齢化の影響から、新設橋梁の減少という問題が負

のスパイラルを生み出すことを警告し、これからの人材育成の重要課題は、補修・補強の

知識よりも、まずは橋梁の「健全な状態」を知っていることであると述べられた。また、

「病診連携」を掲げ、橋梁の状態を診断する第一の技術者やコンサルタントの方々を「町

医者」に例えて、維持管理における重要な役割であると再認識すると共に、今後の協力を

強く呼びかけられた。最後に現在進行中の５大学連携の中核的人材育成事業の各大学の進

行状況と今後の課題を示された。 

 

     

村上茂之氏                  長井宏平氏 
 
また、長井氏は「市町村の橋梁維持管理の実態と今後のあり方」という題目で講演され、

損傷・劣化していく橋を国が画一的に管理することの限界と、市町村レベルでのより柔軟

な対応の必要性を述べられた。そして新潟県で行われた実態調査をもとに、新潟県の市町

村ごとにその取り組みを職員数や人口数という観点からその傾向などを分析・整理してい

く方法を提示された。2 氏共に講演後には聴講者からの質問が多数あり、報告会は盛況の

うちに終わった。 
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資料 1 「長崎大学 道守養成ユニット成果報告会」 
    長崎建設新聞 平成 27 年 1 月 28 日 
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4.3 道守パンフレット作成（平成 26 年 10 月～） 
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